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（趣旨）

この法律は、市町村行政の広域化の要請に対処し、自主的な市町村の合併を推進第１条

し、あわせて合併市町村の建設に資するため、当分の間の措置として、市町村の合併に

ついて関係法律の特例その他の必要な措置を定めるものとする。

（定義）

この法律において「市町村の合併」とは、２以上の市町村の区域の全部若しくは第２条

一部をもつて市町村を置き、又は市町村の区域の全部若しくは一部を他の市町村に編人

することで市町村の数の減少を伴うものをいう。

２ この法律において「合併市町村」とは、市町村の合併により設置され、又は他の市町

村の区域の全部若しくは一部を編入した市町村をいう。

３ この法律において「合併関係市町村」とは、市町村の合併によりその区域の全部又は

一部が合併市町村の区域の一部となる市町村をいう。

（合併協議会の設置）

市町村の合併をしようとする市町村は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第25第３条

2条の２第１項の規定により、合併市町村の建設に関する基本的な計画（以下「市町村

建設計画」という ）の作成その他市町村の合併に関する協議を行う協議会（以下「合。

併協議会」という ）を置くものとする。。

２ 合併協議会の会長は、地方自治法第252条の３第２項の規定にかかわらず、規約の定

めるところにより、関係市町村の議会の議員若しくは長その他の職員又は学識経験を有

する者の中から、これを選任する。



３ 合併協議会の委員は、地方自治法第252条の３第２項の規定にかかわらず、規約の定

めるところにより、関係市町村の議会の議員又は長その他の職員をもつて充てる。

４ 次条第18項又は第４条の２第27項の規定により置かれる合併協議会には、前項に定め

るもののほか、地方自治法第252条の３第２項の規定にかかわらず、規約の定めるとこ

、 。ろにより 次条第１項又は第４条の２第１項の代表者を委員として加えることができる

５ 合併協議会には、前２項に定めるもののほか、地方自治法第252条の３第２項の規定

にかかわらず、規約の定めるところにより、学識経験を有する者を委員として加えるこ

とができる。

（合併協議会設置の請求）

選挙権を有する者（市町村の議会の議員及び長の選挙権を有する者（公職選挙法第４条

（昭和25年法律第100号）第22条の規定による選挙人名簿の登録が行われた日において

選挙人名簿に登録されている者をいう ）をいう。以下同じ ）は、政令で定めるとこ。 。

ろにより、その総数の50分の１以上の者の連署をもつて、その代表者から、市町村の長

に対し、当該市町村が行うべき市町村の合併の相手方となる市町村（以下この条におい

て「合併対象市町村」という ）の名称を示し、合併協議会を置くよう請求することが。

できる。

２ 前項の規定による請求があつたときは、当該請求があつた市町村（以下この条におい

て「合併請求市町村」という ）の長は、直ちに、請求の要旨を公表するとともに、合。

併対象市町村の長に対し、これを通知し、当該請求に基づく合併協議会に係る地方自治

法第252条の２第１項の協議（以下この条において「合併協議会設置協議」という ）。

について議会に付議するか否かの意見を求めなければならない。この場合において、合

併請求市町村の長は、当該意見を求めた旨を合併請求市町村を包括する都道府県の知事

に報告しなければならない。

３ 合併対象市町村の長は、前項の意見を求められた日から90日以内に、合併請求市町村

の長に対し、合併協議会設置協議について議会に付議するか否かを回答しなければなら

ない。

４ 合併請求市町村の長は、すべての合併対象市町村の長から前項の規定による回答を受

理したときは、直ちに、その結果を合併対象市町村の長及び第１項の代表者に通知する

とともに、これを公表し、かつ、合併請求市町村を包括する都道府県の知事に報告しな

ければならない。

５ 前項のすべての回答が合併協議会設置協議について議会に付議する旨のものであつた

場合には、合併請求市町村の長にあつては同項の規定による合併対象市町村の長への通

知を発した日から60日以内に、合併対象市町村の長にあつては同項の規定による通知を

受けた日から60日以内に、それぞれ議会を招集し、合併協議会設置協議について議会に

付議しなければならない。この場合において、合併請求市町村の長は、その意見を付け

なければならない。

６ 合併請求市町村の議会は、前項の規定により付議された事件の審議を行うに当たつて

は、政令で定めるところにより、第１項の代表者に意見を述べる機会を与えなければな

らない。



７ 合併対象市町村の長は、第５項の規定による議会の審議の結果を合併請求市町村の長

に速やかに通知しなければならない。

８ 合併請求市町村の長は、合併請求市町村における第５項の規定による議会の審議の結

果及び前項の規定により通知を受けた合併対象市町村における議会の審議の結果を、合

併対象市町村の長及び第１項の代表者に通知するとともに、これを公表し、かつ、合併

請求市町村を包括する都道府県の知事に報告しなければならない。

９ 第５項の規定による議会の審議により、合併協議会設置協議について、合併請求市町

村の議会がこれを否決し、かつ、すべての合併対象市町村の議会がこれを可決した場合

には、合併請求市町村の長は、合併請求市町村の議会が否決した日又はすべての合併対

象市町村の長から第７項の規定による通知を受けた日のうちいずれか遅い日（以下この

条において「基準日」という ）以後直ちに、基準日を合併対象市町村の長及び第１項。

の代表者に通知するとともに、これを公表し、かつ、合併請求市町村を包括する都道府

県の知事に報告しなければならない。

10 前項に規定する場合には、合併請求市町村の長は、基準日から10日以内に限り、選挙

管理委員会に対し、合併協議会設置協議について選挙人の投票に付するよう請求するこ

とができる。この場合において、合併請求市町村の長は、当該請求を行つた日から３日

以内に、その旨を合併対象市町村の長及び第１項の代表者に通知するとともに、これを

公表し、かつ、合併請求市町村を包括する都道府県の知事に報告しなければならない。

11 第９項に規定する場合において、基準日から13日以内に前項後段の規定による公表が

なかつたときは、選挙権を有する者は、政令で定めるところにより、その総数の６分の

、 、 、１以上の者の連署をもつて その代表者から 合併請求市町村の選挙管理委員会に対し

合併協議会設置協議について選挙人の投票に付するよう請求することができる。

、 、 、12 前項の規定による請求があつたときは 合併請求市町村の選挙管理委員会は 直ちに

その旨を公表するとともに、第１項の代表者及び合併請求市町村の長に対し、これを通

知しなければならない。

13 前項の規定により通知を受けた合併請求市町村の長は、直ちに、その旨を合併対象市

町村の長に通知するとともに、合併請求市町村を包括する都道府県の知事に報告しなけ

ればならない。

14 第10項又は第11項の規定による請求があつたときは、合併請求市町村の選挙管理委員

会は、政令で定めるところにより、合併協議会設置協議について選挙人の投票に付さな

ければならない。

、 、15 合併請求市町村の選挙管理委員会は 前項の規定による投票の結果が判明したときは

これを第１項の代表者（第11項の規定による請求があつた場合には、第１項及び第11項

の代表者）及び合併請求市町村の長に通知するとともに、公表しなければならない。そ

の投票の結果が確定したときも、また、同様とする。

16 前項の規定により通知を受けた合併請求市町村の長は、その結果を合併対象市町村の

長に通知するとともに、合併請求市町村を包括する都道府県の知事に報告しなければな

らない。

17 第14項の規定による投票において、合併協議会設置協議について有効投票の総数の過

半数の賛成があつたときは、合併協議会設置協議について合併請求市町村の議会が可決



したものとみなす。

18 合併請求市町村及びすべての合併対象市町村の議会が、合併協議会設置協議について

可決した（前項の規定により可決したものとみなされた場合を含む ）場合には、合併。

請求市町村及びすべての合併対象市町村は、合併協議会設置協議により規約を定め、合

併協議会を置くものとする。

19 前項の規定により合併協議会が置かれた場合には、合併請求市町村の長は、その旨及

（ 、び当該合併協議会の規約を第１項の代表者 第11項の規定による請求があつた場合には

第１項及び第11項の代表者）に通知しなければならない。

20 合併請求市町村を包括する都道府県と合併対象市町村を包括する都道府県が異なる場

合には、合併請求市町村を包括する都道府県の知事は、第２項、第４項、第８項から第

10項まで、第13項及び第16項の規定による報告を受けたときは、その内容を合併対象市

町村を包括する都道府県の知事に通知しなければならない。

合併協議会を構成すべき関係市町村（以下この条において「同一請求関係市第４条の２

町村」という ）の選挙権を有する者は、政令で定めるところにより、他の同一請求関。

係市町村の選挙権を有する者がこの項の規定により行う合併協議会の設置の請求と同一

の内容であることを明らかにして、その総数の50分の１以上の者の連署をもつて、その

代表者から、同一請求関係市町村の長に対し、当該同一請求関係市町村が行うべき市町

村の合併の相手方となる他の同一請求関係市町村の名称を示し、合併協議会を置くよう

請求することができる。

２ 前項の規定による請求を行う場合には、すべての同一請求関係市町村の同項の代表者

は、あらかじめ、政令で定めるところにより、これらの者が代表者となるべき同項の規

定による合併協議会の設置の請求が同一の内容であることについて、同一請求関係市町

村を包括する都道府県の知事の確認を得なければならない。

３ 第１項の規定による請求があつたときは、当該請求があつた同一請求関係市町村の長

は、直ちに、請求の要旨を公表するとともに、当該同一請求関係市町村を包括する都道

府県の知事に対し、これを報告しなければならない。

４ 同一請求関係市町村を包括する都道府県の知事は、すべての同一請求関係市町村の良

から前項の規定による報告を受けたときは、その旨をすべての同一請求関係市町村の長

に通知しなければならない。

５ 前項の規定により通知を受けた同一請求関係市町村の長は、直ちに、その旨を第１項

の代表者に通知するとともに、これを公表しなければならない。

６ 第４項の規定により通知を受けた同一請求関係市町村の長は、当該通知を受けた日か

ら60日以内に、それぞれ議会を招集し、第１項の規定による請求に基づく合併協議会に

係る地方自治法第252条の２第１項の協議（以下この条において「同一請求に基づく合

併協議会設置協議」という ）について、議会にその意見を付して付議しなければなら。

ない。

７ 同一請求関係市町村の議会は、前項の規定により付議された事件の審議を行うに当た

つては、政令で定めるところにより、第１項の代表者に意見を述べる機会を与えなけれ

ばならない。

８ 同一請求関係市町村の長は、第６項の規定による議会の審議の結果を、速やかに、第



１項の代表者に通知するとともに、これを公表し、かつ、当該同一請求関係市町村を包

括する都道府県の知事に報告しなければならない。

９ 同一請求関係市町村を包括する都道府県の知事は、すべての同一請求関係市町村の長

から前項の規定による報告を受けたときは、直ちに、その結果及びすべての同一請求関

係市町村の長から同項の規定による報告を受けた日（以下この条において「基準日」と

いう ）をすべての同一請求関係市町村の長に通知しなければならない。。

10 前項の規定により通知を受けた同一請求関係市町村の長は、直ちに、その旨を第１項

の代表者に通知するとともに、これを公表しなければならない。

11 第６項の規定による議会の審議により、その議会が同一請求に基づく合併協議会設置

協議について否決した同一請求関係市町村（以下この条において「合併協議会設置協議

否決市町村」という ）の長は、基準日から10日以内に限り、選挙管理委員会に対し、。

同一請求に基づく合併協議会設置協議について選挙人の投票に付するよう請求すること

ができる。この場合において、当該合併協議会設置協議否決市町村の長は、当該請求を

、 、 、行つた日から３日以内に その旨を第１項の代表者に通知するとともに これを公表し

かつ、当該請求を行つた日から３日以内に到達するように、当該合併協議会設置協議否

決市町村を包括する都道府県の知事に報告しなければならない。

12 合併協議会設置協議否決市町村を包括する都道府県の知事は、基準日の翌日から起算

して13日を経過した日以後速やかに、すべての合併協議会設置協議否決市町村に係る前

項後段の規定による報告の有無をすべての同一請求関係市町村の長に通知しなければな

らない。

13 前項の規定により通知を受けた同一請求関係市町村の長は、直ちに、その旨を第１項

の代表者に通知するとともに、これを公表しなければならない。

14 第12項の規定による通知がすべての合併協議会設置協議否決市町村の長から第11項後

段の規定による報告があつた旨のものであつた場合には、合併協議会設置協議否決市町

村の長は、直ちに、その旨を選挙管理委員会に通知しなければならない。

15 合併協議会設置協議否決市町村において、基準日から13日以内に第11項後段の規定に

よる公表がなかつたときは、選挙権を有する者は、政令で定めるところにより、その総

数の６分の１以上の者の連署をもつて、その代表者から、当該合併協議会設置協議否決

市町村の選挙管理委員会に対し、同一請求に基づく合併協議会設置協議について選挙人

の投票に付するよう請求することができる。

16 前項の規定による請求があつたときは、合併協議会設置協議否決市町村の選挙管理委

員会は、直ちに、その旨を公表するとともに、第１項の代表者及び当該合併協議会設置

協議否決市町村の長に対し、これを通知しなければならない。

17 前項の規定により通知を受けた合併協議会設置協議否決市町村の長は、直ちに、その

旨を当該合併協議会設置協議否決市町村を包括する都道府県の知事に報告しなければな

らない。

18 合併協議会設置協議否決市町村を包括する都道府県の知事は、第11項後段の規定によ

る報告をしなかつたすべての合併協議会設置協議否決市町村の長から前項の規定による

報告を受けたときは、直ちに、その旨をすべての同一請求関係市町村の長に通知しなけ

ればならない。



19 前項の規定により通知を受けた合併協議会設置協議否決市町村の長は、直ちに、その

旨を第１項の代表者（第15項の規定による請求があつた場合には、第１項及び第15項の

代表者）及び選挙管理委員会に通知するとともに、これを公表しなければならない。

20 第18項の規定により通知を受けた合併協議会設置協議否決市町村以外の同一請求関係

市町村の長は、その旨を第１項の代表者に通知するとともに、これを公表しなければな

らない。

21 第14項又は第19項の規定による通知があつたときは、合併協議会設置協議否決市町村

の選挙管理委員会は、政令で定めるところにより、同一請求に基づく合併協議会設置協

議について選挙人の投票に付さなければならない。

22 合併協議会設置協議否決市町村の選挙管理委員会は、前項の投票の結果が判明したと

きは、これを第１項の代表者（第15項の規定による請求があつた場合には、第１項及び

第15項の代表者）及び当該合併協議会設置協議否決市町村の長に通知するとともに、公

表しなければならない。その投票の結果が確定したときも、また、同様とする。

23 前項の規定により通知を受けた合併協議会設置協議否決市町村の長は、その結果を当

該合併協議会設置協議否決市町村を包括する都道府県の知事に報告しなければならな

い。

24 合併協議会設置協議否決市町村を包括する都道府県の知事は、すべての合併協議会設

置協議否決市町村の長から前項の規定による報告を受けたときは、その結果をすべての

同一請求関係市町村の長に通知しなければならない。

25 前項の規定により通知を受けた同一請求関係市町村の長は、その結果を第１項の代表

者（第15項の規定による請求があつた場合には、第１項及び第15項の代表者）に通知す

るとともに、これを公表しなければならない。

26 第21項の規定による投票において、同一請求に基づく合併協議会設置協議について有

効投票の総数の過半数の賛成があつたときは、同一請求に基づく合併協議会設置協議に

ついて合併協議会設置協議否決市町村の議会が可決したものとみなす。

27 すべての同一請求関係市町村の議会が同一請求に基づく合併協議会設置協議について

可決した（前項の規定により可決したものとみなされた場合を含む ）場合には、すべ。

、 、 。ての同一請求関係市町村は 当該協議により規約を定め 合併協議会を置くものとする

28 前項の規定により合併協議会が置かれた場合には、同一請求関係市町村の長は、その

旨及び当該合併協議会の規約を第１項の代表者（第15項の規定による請求があつた場合

には、第１項及び第15項の代表者）に通知しなければならない。

29 すべての同一請求関係市町村が一の都道府県の区域に属さない場合における措置その

他第１項の規定による合併協議会の設置の請求に関し必要な事項は、政令で定める。

30 地方自治法第74条第５項の規定は、前条第１項若しくはこの条第１項の選挙権を有す

る者の総数の50分の１の数又は前条第11項若しくはこの条第15項の選挙権を有する者の

総数の６分の１の数について、同法第74条第６項から第８項まで、第74条の２第１項か

ら第６項まで、第８項及び第10項から第13項まで並びに第74条の３第１項から第３項ま

での規定は、前条第１項若しくは第11項又はこの条第１項若しくは第15項の規定による

請求者の署名について準用する。この場合において、同法第74条の２第10項中「審査の

申立てに対する裁決又は判決」とあるのは「判決」と 「当該都道府県の選挙管理委員、



会又は当該裁判所 とあるのは 当該裁判所 と 裁決書又は判決書 とあるのは 判」 「 」 、「 」 「

決書」と、同条第11項中「争訟については、審査の申立てに対する裁決は審査の申立て

を受理した日から20日以内にこれをするものとし、訴訟の判決は」とあるのは「訴訟の

判決は 」と、同条第12項中「第８項及び第９項」とあるのは「第８項」と 「当該決、 、

定又は裁決 とあるのは 当該決定 と 地方裁判所又は高等裁判所 とあるのは 地」 「 」 、「 」 「

方裁判所」と、同条第13項中「第８項及び第９項」とあるのは「第８項」と読み替える

ものとする。

31 民事訴訟法（平成８年法律第109号）第２編第３章第２節の規定は、前項において準

用する地方自治法第74条の３第３項の規定により市町村の選挙管理委員会が署名の効力

。 、 、を決定するため関係人の出頭及び証言を請求する場合について準用する ただし 過料

罰金、拘留又は勾引に関する規定は、この限りではない。

32 政令で特別の定めをするものを除くほか、公職選挙法中普通地方公共団体の選挙に関

する規定（罰則を含む ）は、前条第14項又はこの条第21項の規定による投票について。

準用する。

33 前項の投票は、政令で定めるところにより、普通地方公共団体の選挙と同時にこれを

行うことができる

（市町村建設計画の作成及び変更）

市町村建設計画は、おおむね次に掲げる事項について、政令で定めるところによ第５条

り、作成するものとする。

1．合併市町村の建設の基本方針

2．合併市町村又は合併市町村を包括する都道府県が実施する合併市町村の建設の根幹

となるべき事業に関する事項

3．公共的施設の統合整備に関する事項

4．合併市町村の財政計画

、 、２ 市町村建設計画は 合併市町村の建設を総合的かつ効果的に推進することを目的とし

合併市町村の一体性の速やかな確立及び住民の福祉の向上等を図るとともに、合併市町

村の均衡ある発展に資するよう適切に配慮されたものでなければならない。

、 、 、 、３ 合併協議会は 市町村建設計画を作成し 又は変更しようとするときは あらかじめ

合併関係市町村を包括する都道府県の知事に協議しなければならない。

４ 合併協議会 は、前項の規定により市町村建設計画を作成し、又は変更したときは、

直ちに、これを 公表するとともに、総務大臣及び合併関係市町村を包括する都道府県

の知事に送付しな ければならない。

５ 総務大臣は、前項の規定により市町村建設計画の送付があつた場合においては、直ち

に、これを国の関係行政機関の長に送付しなければならない。

６ 第４条第18項又は前条第27項の規定により合併協議会が置かれた場合には、当該合併

協議会は、その設置の日から６月以内に、市町村建設計画の作成その他市町村の合併に

関する協議の状況を、第４条第１項又は前条第１項の代表者に通知するとともに、これ

を公表しなければならない。

７ 合併市町村は、その議会の議決を経て市町村建設計画を変更することができる。



８ 前項の場合においては、合併市町村の長は、あらかじめ、当該合併市町村を包括する

都道府県の知事に協議しなければならない。

９ 第７項の規定により市町村建設計画を変更しようとする合併市町材の長は、当該合併

巾町村に第５条の４第１項に規定する地域審議会が置かれている場合においては、あら

かじめ、当該地域審議会の意見を聴かなければならない。

10 第４項及び第５項の規定は、第７項の規定により合併市町村が市町村建設計画を変更

した場告について準用する。

（市となるべき要件の特例）

次の各号に掲げる処分については、平成17年３月31日までに市町村の合併が第５条の２

行われる場合に限り、地方自治法第８条第１項各号の規定にかかわらず、市となるべき

普通地方公共団体の要件は、人口３万以上を有することとする。

1．地方自治法第７条第１項の規定に基づき市を設置する処分のうち市町村の合併に係

るもの（次条の規定に該当するものを除く ）。

2．地方自治法第８条第３項の規定に基づき町村を市とする処分のうち市町村の合併に

より他の市町村の区域の全部又は一部を編入する町村に係るもの（当該市町村の合併

の日に市とするものに限る ）。

地方自治法第７条第１項の規定に基づき市の区域の全部を含む区域をもって第５条の３

市を設置する処分のうち市町村の合併に係るものについては、平成17年３月31日までに

市町村の合併が行われる場合に限り、当該処分により設置されるべき当該普通地方公共

団体が同法第８条第１項各号に掲げる要件のいずれかを備えていない場合であつても、

同項各号に掲げる要件を備えているものとみなす。

（地域審議会）

合併関係市町村の協議により、期間を定めて合併市町村に、合併関係市町村第５条の４

の区域であつた区域ごとに、当該合併市町村が処理する当該区域に係る事務に関し合併

市町村の長の諮問に応じて審議し又は必要と認める事項につき合併市町村の長に意見を

述べる審議会（以下「地域審議会」という ）を置くことができる。。

２ 地域審議会を組織する構成員の定数、任期、任免その他の地域審議会の組織及び運営

に関し必要な事項については、合併関係市町村の協議により定めるものとする。

３ 前２項の協議については、合併関係市町村の議会の議決を経るものとし、その協議が

成立したときは、合併関係市町村は、直ちにその内容を告示しなければならない。

４ 合併市町村は、第２項の協議により定められた事項を変更しようとするときは、条例

でこれを定めなければならない。

（議会の議員の定数に関する特例）

新たに設置された合併市町村にあつては、地方自治法第91条第２項の規定にかか第６条

わらず、合併関係市町村の協議により、市町村の合併後最初に行われる選挙により選出

される議会の議員の任期に相当する期間に限り、同項に規定する数の２倍に相当する数

を超えない範囲でその議会の議員の定数を定めることができる。ただし、議員がすべて

なくなつたときは、その定数は、同条の規定による定数に復帰するものとする。

２ 他の市町村の区域の全部又は一部を編入した合併市町村にあつては、地方自治法第91



条の規定にかかわらす、合併関係市町村の協議により、その編入をする合併関係市町村

の議会の議員の残任期間に相当する期間に限り、その区域の全部又は一部が編入される

こととなる合併関係市町村ごとに、当該編入されることとなる合併関係市町村の当該編

入される区域の人口（同法第254条に規定する人口によるものとする。第10条第２項を

除き、以下同じ ）を当該編入をする合併関係市町村の人口で除して得た数を当該編入。

をする合併関係市町村の議会の議員の定数（以下「旧定数」という ）に乗じて得た数。

（0.5人未満の端数があるときはその端数は切り捨て、0.5人以上２人未満の端数がある

ときはその端数は１人とする。ただし、その区域の全部が編入されることとなる合併関

係市町村においてその数が0.5人未満のときも１人とする ）の合計数を旧定数に加え。

た数（以下「編入合併特例定数」という ）をもつてその議会の議員の定数とすること。

ができる。ただし、議員がすべてなくなつたときは、第５項の規定により編入合併特例

定数をもつてその議会の議員の定数とする場合を除き、その定数は、同法第91条の規定

による定数に復帰するものとする。

３ 前項の場合においては、公職選挙法第15条第６項及び第８項の規定にかかわらず、編

入された合併関係市町村ごとにその編入された区域により選挙区が設けられるものと

し、かつ、当該選挙区において選挙すべき議会の議員の定数は、編入された合併関係市

町村ごとに前項の規定により算定した数とする。

４ 第２項の規定 により定数が増加する場合において行う選挙に対する公職選挙法の規

定の適用については、同法第18条第１項中「第15条第６項」とあるのは「第15条第６項

若しくは市町村の合併の特例に関する法律第６条第３項 と 同法第111条第３項中 地」 、 「

方自治法第91条第５項」とあるのは「市町村の合併の特例に関する法律第６条第２項」

と 「当該条例施行の日」とあるのは「市町村の合併（市町村の合併の特例に関する法、

律第２条第１項の市町村の合併をいう ）の日」とする。。

５ 他の市町村の区域の全部又は一部を編入した合併市町村が、第２項の規定により編入

合併特例定数をもつてその議会の議員の定数とする場合においては、地方自治法第91条

の規定にかかわらず、合併関係市町村の協議により、市町村の合併後最初に行われる一

般選挙により選出される議会の議員の任期に相当する期間についても、編入合併特例定

数をもつてその議会の議員の定数とすることができる。ただし、その任期の満了すべき

日前に議員かすべてなくなつたときは、その定数は、同条の規定による定数に復帰する

ものとする。

６ 第３項の規定は、前項の場合について準用する。

７ 第５項の規定により定数が増加する場合において行う選挙に対する公職選挙法の規定

、 「 （ ）」の適用については 同法第18条第１項中 第15条第６項 市町村の議会の議員の選挙区

とあるのは 「第15条第６項（市町村の議会の議員の選挙区）若しくは市町村の合併の、

特例に関する法律第６条第６項において準用する同条第３項（編入合併の際の議会の議

員の選挙区 」とする。）

８ 第１項、第２項又は第５項の協議については、合併関係市町村の議会の議決を経るも

のとし、その協議が成立したときは、合併関係市町村は、直ちにその内容を告示しなけ

ればならない。



（議会の議員の在任に関する特例）

市町村の合併に際し、合併関係市町村の議会の議員で当該合併市町村の議会の議第７条

員の被選挙権を有することとなるものは、合併関係市町村の協議により、次に掲げる期

間に限り、引き続き合併市町村の議会の議員として在任することができる。この場合に

おいて、市町村の合併の際に当該合併市町村の議会の議員である者の数が地方自治法第

91条の規定による定数を超えるときは、同条の規定にかかわらず、当該数をもつて当該

合併市町村の議会の議員の定数とし、議員に欠員が生じ、又は議員がすべてなくなつた

ときは、これに応じて、その定数は、同条の規定による定数に至るまで減少するものと

する。ただし、第３項において準用する前条第５項の規定により編入合併特例定数をも

つてその議会の議員の定数とする場合において議員がすべてなくなつたときは、この限

りでない。

1．新たに設置された合併市町村にあつては、市町村の合併後２年を超えない範囲で当

該協議で定める期間

2．他の市町村の区域の全部又は一部を編入した合併市町村にあつては、その編入をす

る合併関係市町村の議会の議員の残任期間に相当する期間

２ 前項の規定は、前条第１項又は第２項の協議が成立した場合には適用しない。

３ 前条第５項から第７項までの規定は、市町村の合併に際し、その区域の全部又は一部

が編入されることとなる合併関係市町村の議会の議員で当該合併市町村の議会の議員の

被選挙権を有することとなるものが、第１項の規定により引き続き合併市町村の議会の

議員として在任することとした場合について準用する。

４ 前条第８項の規定は、第１項又は前項において準用する同条第５項の協議について準

用する。

（議会の議員の退職年金に関する特例）

市町村の合併の日の前日において合併関係市町村（当該市町村の合併が、市第７条の２

町村の区域の全部又は一部の編入を伴うものであつた場合においては、当該市町村の合

併により編入された区域が当該市町村の合併前に属していた合併関係市町村に限る ）。

の議会の議員であつた者（同日において当該合併市町村の区域に住所を有していた者に

限る ）のうち、当該市町村の合併がなかつたものとした場合における当該合併関係市。

町村の議会の議員の任期が満了すべき日（以下この項において「任期が満了すべき日」

という ）前に退職し、かつ、その在職期間が12年未満である者で、当該在職期間と当。

該退職した日の翌日から任期が満了すべき日までの期間とを合算した期間が12年以上で

あるものは、地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）第161条第１項の規定の

適用については、在職期間が12年以上である者であるものとみなす。

２ 前項の規定の適用を受ける者に対する地方公務員等共済組合法の一部を改正する法律

（平成14年法律第37号）附則第４条第１項の規定により読み替えられた地方公務員等共

済組合法第161条第２項の規定の適用については、次の表の上欄に掲げる者の区分に応

じ、同項中「150分の45」とあるのは、同表の下欄に掲げる割合に読み替えるものとす

る。

在職期間が８年以上９年未満の者 150分の30



在職期間が９年以上10年未満の者 150分の33

在職期間が10年以上11年未満の者 150分の37

在職期間が11年以上12年未満の者 150分の41

（農業委員会の委員の任期等に関する特例）

市町村の合併の際合併関係市町村の農業委員会の選挙による委員で当該合併市町第８条

村の農業委員会の委員の被選挙権を有することとなるものは、合併関係市町村の協議に

、 、より 新たに設置された合併市町村にあつては80を超えず10を下らない範囲で定めた数

他の市町村の区域の全部又は一部を編入した合併市町村にあつては40を超えない範囲で

定めた数の者に限り、次に掲げる期間引き続き合併市町村の農業委員会の選挙による委

員として在任することができる。この場合において、市町村の合併の際に合併関係市町

村の農業委員会の選挙による委員で当該合併市町村の農業委員会の委員の被選挙権を有

、 、することとなるものの数がその定められた数を超えるときは これらの者の互選により

合併市町村の農業委員会の選挙による委員として在任する者を定めるものとする。

1．新たに設置された合併市町村にあつては、市町村の合併後１年を超えない範囲で当

該協議で定める期間

2．他の市町村の区域の全部又は一部を編入した合併市町村にあつては、その編入をす

る合併関係市町村の農業委員会の委員の残任期間

２ 前項の場合においては、農業委員会等に関する法律（昭和26年法律第88号）第７条の

規定にかかわらず、当該数をもつて当該合併市町村の農業委員会の選挙による委員の定

数とし、選挙による委員に欠員を生じ、又はこれらの委員がすべてなくなつたときは、

これに応じて、その定数は、同条の規定に基づく定数に至るまで減少するものとする。

３ 農業委員会等に関する法律第３条第２項の規定により合併市町村の区域を２以上に分

けてその各区域に農業委員会を証く場合又は同法第35条第１項の規定により地方自治法

第252条の19第１項の指定都市（以下「指定都市」という ）である合併市町村の区ご。

とに農業委員会を置く場合においては、農業委員会等に関する法律第34条の規定の適用

がある場合を除いて、前２項の規定を当該各農業委員会ごとに適用する。この場合にお

いては、他の市町村の区域の全部又は一部を編入した合併市町村の区域の一部を区域と

して新たに置かれる農業委員会に関しては、当該合併市町村は、新たに認証された合併

市町村とみなす。

４ 第６条第８項の規定は、第１項の協議について準用する。

（職員の身分取扱い）

合併関係市町村は、その協議により、市町村の合併の際現にその職に在る合併関第９条

係市町村の一般職の職員が引き続き合併市町村の職員としての身分を保有するように措

置しなければならない。

２ 合併市町村は、職員の任免、給与その他の身分取扱いに関しては、職員のすべてに通

じて公正に処理しなければならない。

（一部事務組合等に関する特例）

市町村の合併によりその区域の全部が新たに設置される合併市町村の区域の第９条の２



一部となり、又はその区域の全部が他の合併関係市町村（以下この項において「編入を

する市町村」という ）に編入される合併関係市町村のうちに地方自治法第284条第２。

項又は第３項の規定により合併関係市町村以外の一の地方公共団体（以下この項におい

て「他の地方公共団体」という ）と一部事務組合又は広域連合（これらのうち当該編。

入をする市町村の加入していないものに限る ）を組織しているものがある場合におい。

ては、当該一部事務組合又は当該広域連合は、すべての合併関係市町村及び当該他の地

方公共団体の協議により、当該一部事務組合若しくは当該広域連合を組織する地方公共

団体の数を減少し若しくは共同処理し若しくは処理する事務を変更し、又は当該一部事

務組合若しくは当該広域連合の規約を変更して、市町村の合併の日において当該一部事

務組合又は当該広域連合を当該合併市町村及び当該他の地方公共団体が組織する一部事

務組合又は広域連合とすることができる。この場合においては、同法第286条第１項本

文又は第291条の３第１項本文の規定の例により、総務大臣又は都道府県知事の許可を

受けなければならない。

２ 地方自治法第290条又は第291条の３第２項、第５項及び第６項並びに第291条の11並

びに第293条第１項の規定は、前項の場合について準用する。

（地方税に関する特例）

合併市町村は、合併関係市町村の相互の間に地方税の賦課に関し著しい不均衡が第10条

あるため、又は市町村の合併により承継した財産の価格若しくは負債の額について合併

関係市町村相互の間において著しい差異があるため、その全区域にわたつて均一の課税

をすることが著しく衡平を欠くと認められる場合においては、市町村の合併が行われた

日の属する年度及びこれに続く５年度に限り、その衝平を欠く程度を限度として課税を

しないこと又は不均一の課税をすることができる。

２ 合併関係市町村のいずれもが市町村の合併が行われた日の前日において地方税法（昭

和25年法律第226号）第701条の31第１項第１号イ及びロに掲げる市以外の市又は町村で

あり、かつ、その人口（同号ハに規定する人口をいう。以下この項において同じ ）が。

30万未満である場合であつて、当該市町村の合併が行われた日において合併市町村が人

口30万以上の市であるときは、当該合併市町村に対する同号ハの規定による指定は、当

該市町村の合併が行われた日から起算して５年を経過する日までの間は行わないものと

する。ただし、当該合併市町村の人口が、当該市町村の合併が行われた日の前日におけ

る合併関係市町村の人口の状況を勘案して政令で定めるところにより算定した人口以上

となつた場合は、この限りでない。

３ 合併関係市町村のいずれかが市町村の合併が行われた日の前日において特定市町村

首都圏整備法 昭和31年法律第83号 第２条第１項に規定する首都圏 近畿圏整備法 昭（ （ ） 、 （

和38年法律第129号）第２条第１項に規定する近畿圏又は中部圏開発整備法（昭和41年

法律第102号）第２条第１項に規定する中部圏内にある指定都市及びその区域の全部又

は一部が首都圏整備法第２条第３項に規定する既成市街地若しくは同条第４項に規定す

る近郊整備地帯、近畿圏整備法第２条第３項に規定する既成都市区域若しくは同条第４

項に規定する近郊整備区域又は中部圏開発整備法第２条第３項に規定する都市整備区域

内にある指定都市以外の市町村をいう。以下この項において同じ ）である場合であつ。



て、当該市町村の合併が行われた日において合併市町村が市であるときは、当該市町村

の合併が行われた日の属する年（当該市町村の合併が行われた日が１月１日である場合

にあつては、当該日の属する年の前年。以下この項において同じ ）の翌年の１月１日。

において特定市町村である市である合併市町村の区域内に所在する市街化区域農地（地

方税法附則第19条の２第１項に規定する市街化区域農地をいう。以下この項において同

じ ）で当該市町村の合併が行われた日の前日において合併関係市町村（特定市町村で。

ある市を除く ）の区域内に所在する市街化区域農地であつたもの（以下この項におい。

て「特例対象市街化区域農地」という ）に対して課する当該市町村の合併が行われた。

日の属する年の翌年の１月１日を賦課期日とする年度から５年度分（当該特例対象市街

化区域農地が、１月１日において当該合併市町村以外の市町村の区域内に所在すること

となつた場合にあつては、同日を賦課期日とする年度の前年度までの各年度分）の固定

資産税又は都市計画税については、当該特例対象市街化区域農地を地方税法附則第29条

の７第１項の規定の適用を受ける市街化区域農地とみなして、同法の規定を適用する。

（地方交付税の額の算定の特例）

国が地方交付税法（昭和25年法律第211号）に定めるところにより毎年度交付す第11条

る地方交付税の額を算定する場合においては、合併市町村については、同法第13条に定

めるもののほか、市町村の合併に伴い臨時に増加する行政に要する経費の需要を基礎と

して、総務省令で定めるところにより、同法に定める基準財政需要額の測定単位の数値

を補正するものとする。

２ 合併市町村に交付すべき地方交付税の額は、当該市町村の合併が行われた日の属する

年度及びこれに続く10年度については、地方交付税法及びこれに基づく総務省令並びに

前項に定めるところにより、合併関係市町村が当該年度の４月１日においてなお当該市

町村の合併の前の区域をもつて存続した場合に算定される額の合算額を下らないように

算定した額とし、その後５年度については、当該合算額に総務省令で定める率を乗じた

額を下らないように算定した額とする。

（地方債の特例等）

合併市町村が市町村建設計画に基づいて行う次に掲げる事業又は基金の積立第11条の２

てのうち、当該市町村の合併に伴い特に必要と認められるものに要する経費（次項にお

いて「特定経費」という ）については、当該市町村の合併が行われた日の属する年度。

及びこれに続く10年度に限り、地方財政法（昭和23年法律第109号）第５条各号に規定

する経費に該当しないものについても、地方債をもつてその財源とすることができる。

1．合併市町村の一体性の速やかな確立を図るため又は均衛ある発展に資するために行

う公共的施設の整備事業

2．合併市町村の建設を総合的かつ効果的に推進するために行う公共的施設の統合整備

事業

3．合併市町村における地域住民の連帯の強化又は合併関係市町村の区域であつた区域

における地域振興等のために地方自治法第241条の規定により設けられる基金の積立て

２ 特定経費の財源に充てるために起こした地方債（当該地方債を財源として設置した施

設に関する事業の経営に伴う収入を当該地方債の元利償還に充てることができるものを



除く ）で、総務大臣が指定したものに係る元利償還に要する経費は、地方交付税法の。

定めるところにより、当該合併市町村に交付すべき地方交付税の額の算定に用いる基準

財政需要額に算入するものとする。

３ 合併市町村又は合併市町村を包括する都道府県が市町村建設計画を達成するために行

う事業又は基金の積立てに要する経費に充てるために起こす地方債については、法令の

範囲内において、資金事情及び当該合併市町村又は当該合併市町村を包括する都道府県

の財政状況が許す限り、特別の配慮をするものとする。

削除第12条

（災害復旧事業費の国庫負担等の特例）

国は、合併市町村が市町村の合併が行われた日の属する年及びこれに続く５年以第13条

内に生じた災害その他の事由に対する国の財政援助に関し市町村の合併により不利益を

受ける結果となるような場合においては、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭

和26年法律第97号 、激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和）

） 、37年法律第150号 その他政令で定める法律及びこれに基づく命令の規定にかかわらず

当該市町村の合併が行われなかつたものとして当該合併市町村が不利益とならないよう

に措置しなければならない。

（流域下水道に関する特例）

市町村の合併により、当該市町村の合併前に下水道法（昭和33年法律第79号）第第14条

25条の３第１項（同条第４項において準用する場合を含む ）の認可を受けた事業計画。

に係る流域下水道（同法第２条第４号に規定する流域下水道をいう。以下この条におい

て同じ ）により下水を排除され、又は排除されることとなる区域の全部が合併市町村。

の区域の全部又は一部となる場合において、当該流域下水道を管理する都道府県（同法

第25条の２第２項の規定により当該流域下水道の管理を市町村が行う場合にあつては、

同項の協議に係る都道府県）及びすべての合併関係市町村の協議が成立したときは、平

成17年３月31日までに市町村の合併が行われる場合に限り、当該市町村の合併が行われ

た日から移行日（当該市町村の合併が行われた日から起算して10年を経過する日の属す

る年度の末日までの範囲内において当該協議により定める日をいう。以下この条におい

て同じ ）までの間、当該事業計画（当該市町村の合併が行われた日から移行日までの。

間に同法第25条の３第４項において準用する同条第１項の規定による変更の認可を受け

たときは、その変更後のもの）に係る下水道を流域下水道とみなして、同法の規定を適

用する。

２ 前項に規定する都道府県及び合併市町村は、協議により、当該市町村の合併が行われ

た日から起算して10年を経過する日の属する年度の末日までの範囲内において移行日を

変更することができる。

３ 第１項に規定する都道府県（下水道法第25条の２第２項の規定により当該流域下水道

の管理を市町村が行う場合にあつては、当該市町村）は、前２項の規定により移行日を

定め、又は変更したときは、速やかに、その旨を国土交通大臣に報告しなければならな



い。

（都道府県の議会の議員の選挙区に関する特例）

市町村の合併により郡市の区域の変更を生ずる場合において、都道府県の議会の第15条

議員の選挙区に関して必要があるときは、都道府県は、公職選挙法第15条第１項から第

３項までの規定にかかわらず、条例の定めるところにより、市町村の合併が行われた日

から次の一般選挙により選挙される当該都道府県の議会の議員の任期が終わる日までの

間に限り、なお従前の選挙区によることとし、又は合併市町村の区域が従前属していた

郡市の区域（指定都市である合併市町村にあつては、指定都市であつた合併関係市町村

以外の合併関係市町村の区域の全部又は一部を含むこととなる当該合併市町村の区の区

域及びその区域の全部又は一部が当該区の区域に含まれることとなる合併関係市町村の

区域が従前属していた郡市の区域。次項において同じ ）を合わせて一選挙区を設ける。

ことができる。

２ 前項の規定により合併市町村の区域が従前属していた郡市の区域を合わせて一選挙区

を設けた場合において、当該選挙区において選挙すべき都道府県の議会の議員の数は、

公職選挙法第15条第８項の規定にかかわらず、条例の定めるところにより、それぞれ従

前の選挙区が存続するものとみなして配分した都道府県の議会の議員の数の合計数とす

る。

３ 第１項の規定により従前の選挙区によることとした場合においては、公職選挙法第18

条第１項の規定にかかわらず、選挙区の区域により市町村の区域を分けて数開票区を設

けるものとする。

（国、都道府県等の協力等）

国は、都道府県及び市町村に対し、自主的な市町村の合併を推進するため、必要第16条

な助言、情報の提供その他の措置を講ずるものとする。

２ 国は、合併市町村の建設に資するため必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう

に努めなければならない。

３ 国は、自主的な市町村の合併の推進に伴う地方公務員等共済組合法第151条第１項に

規定する市議会議員共済会及び町村議会議員共済会の運営状況等を勘案し、その健全な

運営を図るため必要な措置を講ずるものとする。

４ 都道府県は、市町村に対し、自主的な市町村の合併を推進するため、必要な助言、情

報の提供その他の措置を講ずるものとする。

５ 都道府県は、市町村の合併をしようとする市町村の求めに応じ、市町村相互間におけ

る必要な調整を行うものとする。

６ 都道府県は、合併市町村の建設に資するため、市町村建設計画を達成するための事業

の実施その他の必要な措置を講ずるように努めなければならない。

７ 公共的団体は、合併市町村の建設に資するため必要な措置を講ずるように努めなけれ

ばならない。

８ 合併関係市町村の区域内の公共的団体等は、市町村の合併に際しては、合併市町村の

、 。一体性の速やかな確立に資するため その統合整備を図るように努めなければならない

（合併協議会設置の勧告）



都道府県知事は、地方自治法第252条の２第４項の規定により、関係のある第16条の２

市町村に対し、合併協議会を設けるべきことを勧告しようとするときは、あらかじめ、

当該市町村の意見を聴かなければならない。

２ 都道府県知事は、前項の規定により勧告したときは、その旨を公表しなければならな

い。

（特別区に関する特例）

この法律中市に関する規定（第10条第２項、第11条及び第11条の２第２項の規定第17条

を除く ）は、特別区に適用する。この場合において、第６条第１項中「地方自治法第。

91条第２項」とあるのは「地方自治法第91条第２項及び第281条の６」と 「同項に」、

とあるのは「これらの規定に」と 「同条の」とあるのは「同法第91条及び第281条の、

６の」と、同条第２項中「地方自治法第91条」とあるのは「地方自治法第91条及び第28

1条の６」と 「同法第91条」とあるのは「同法第91条及び第281条の６」と、同条第５、

項及び第７条第１項中「地方自治法第91条」とあるのは「地方自治法第91条及び第281

条の６」と 「同条の」とあるのは「これらの」とする。、

（罰則）

第４条第１項若しくは第４条の２第１項の規定による行併協議会の設置の請求者第18条

の署名又は第４条第11項若しくは第４条の２第15項の規定による選挙人の投票の請求者

の署名に関し、次の各号に掲げる行為をした者は、４年以下の懲役若しくは禁錮又は10

0万円以下の罰金に処する。

1．署名権者又は署名運動者に対し、暴行若しくは威力を加え、又はこれをかどわかし

たとき。

2．交通若しくは集会の便を妨げ、又は演説を妨害し、その他偽計詐術等不正の方法を

もつて署名の自由を妨害したとき。

3．署名権者若しくは署名運動者又はその関係のある社寺、学校、会社、組合、市町村

等に対する用水、小作、債権、寄附その他特殊の利害関係を利用して署名権者又は署

名運動者を戚迫したとき。

２ 第４条第１項若しくは第４条の２第１項の規定による合併協議会の設置の請求者の署

名若しくは第４条第11項若しくは第４条の２第15項の規定による選挙人の投票の請求者

の署名を偽造し若しくはその数を増減した者又は署名簿その他の合併協議会の設置の請

求若しくは選挙人の投票の請求に必要な関係書類を抑留し、損ない若しくは奪取した者

は、３年以下の懲役若しくは禁錮又は50万円以下の罰金に処する。

３ 第４条第１項若しくは第４条の２第１項の規定による合併協議会の設置の請求者の署

名又は第４条第11項若しくは第４条の２第15項の規定による選挙人の投票の請求者の署

名に関し、選挙権を有する者の委任を受けずに又は選挙権を有する者が身体の故障若し

くは文盲により請求者の署名簿に署名することができないときでないのに、同条第30項

の規定により準用する地方自治法第74条第７項の規定により委任を受けた者（以下「氏

名代筆者」という ）として請求者の氏名を請求者の署名簿に記載した者は、３年以下。

の懲役若しくは禁錮又は50万円以下の罰金に処する。



４ 選挙権を有する者が身体の故障又は文盲により第４条第１項若しくは第４条の２第１

項の規定による合併協議会の設置の請求者の署名簿又は第４条第11項若しくは第４条の

２第15項の規定による選挙人の投票の請求者の署名簿に署名することができない場合に

おいて、当該選挙権を有する者の委任を受けて請求者の氏名を請求者の署名簿に記載し

た者が、当該署名簿に氏名代筆者としての署名をせず又は虚偽の署名をしたときは、３

年以下の懲役若しくは禁錮又は50万円以下の罰金に処する。

５ 第４条第１項若しくは第４条の２第１項の規定による合併協議会の設置の請求又は第

４条第11項若しくは第４条の２第15項の規定による選挙人の投票の請求に関し、政令で

定める請求書及び請求代表者証明書を付していない署名簿、政令で定める署名を求める

ための請求代表者の委任状を付していない署名簿その他法令の定める所定の手続によら

ない署名簿を用いて署名を求めた者又は政令で定める署名を求めることができる期間外

の時期に署名を求めた者は、10万円以下の罰金に処する。

第４条の２第30項の規定により準用する地方自治法第74条の３第３項の規定によ第19条

り出頭及び証言の請求を受けた関係人が、正当の理由がないのに、市町村の選挙管理委

員会に出頭せず又は証言を拒んだときは、６月以下の禁錮又は10万円以下の罰金に処す

る。

２ 第４条の２第31項において準用する民事訴訟法第２編第３章第２節の規定により宣誓

した関係人が虚偽の陳述をしたときは、これを３月以上５年以下の禁錮に処する。

３ 前項の罪を犯した者が市町村の選挙管理委員会が署名の効力を決定する前に自白した

ときは、その刑を減軽し又は免除することができる。



地方自治法（抄）
昭和22・４・17・法律 ６７号

第２編 普通地方公共団体

第１章 通 則

市町村の廃置分合又は市町村の境界変更は、関係市町村の申請に基き、都道府県第７条

知事が当該都道府県の議会の議決を経てこれを定め、直ちにその旨を総務大臣に届け出

なければならない。

２ 前項の規定により市の廃置分合をしようとするときは、都道府県知事は、あらかじめ

総務大臣に協議し、その同意を得なければならない。

３ 都道府県の境界にわたる市町村の境界の変更は、関係のある普通地方公共団体の申請

に基き、総務大臣がこれを定める。

４ 第１項及び前項の場合において財産処分を必要とするときは、関係市町村が協議して

これを定める。

５ 第１項、第３項及び前項の申請又は協議については、関係のある普通地方公共団体の

議会の議決を経なければならない。

、 、６ 第１項の規定による届出を受理したとき 又は第３項の規定による処分をしたときは

総務大臣は、直ちにその旨を告示するとともに、これを国の関係行政機関の長に通知し

なければならない。

７ 第１項又は第３項の規定による処分は、前項の規定による告示によりその効力を生ず

る。

法律で別に定めるものを除く外、従来地方公共団体の区域に属しなかつた地第７条の２

域を都道府県又は市町村の区域に編入する必要があると認めるときは、内閣がこれを定

める。この場合において、利害関係があると認められる都道府県又は市町村があるとき

は、予めその意見を聴かなければならない。

２ 前項の意見については、関係のある普通地方公共団体の議会の議決を経なければなら

ない。

３ 第１項の規定による処分があつたときは、総務大臣は、直ちにその旨を告示しなけれ

ばならない。前条第７項の規定は、この場合にこれを準用する。

、 。第８条 市となるべき普通地方公共団体は 左に掲げる要件を具えていなければならない

1．人口５万以上を有すること。

2．当該普通地方公共団体の中心の市街地を形成している区域内に在る戸数が、全戸数

の６割以上であること。

3．商工業その他の都市的業態に従事する者及びその者と同一世帯に属する者の数が、

全人口の６割以上であること。

4．前各号に定めるものの外、当該都道府県の条例で定める都市的施設その他の都市と

しての要件を具えていること。

２ 町となるべき普通地方公共団体は、当該都道府県の条例で定める町としての要件を具

えていなければならない。



３ 町村を市とし又は市を町村とする処分は第７条第１項、第２項及び第５項乃至第７項

の例により、村を町とし又は町を村とする処分は同条第１項及び第５項乃至第７項の例

により、これを行うものとする。

都道府県知事は、市町村が第２条第15項の規定によりその規模の適正化を図第８条の２

るのを援助するため、市町村の廃置分合又は市町村の境界変更の計画を定め、これを関

係市町村に勧告することができる。

、 、 、２ 前項の計画を定め又はこれを変更しようとするときは 都道府県知事は 関係市町村

当該都道府県の議会、当該都道府県の区域内の市町村の議会又は長の連合組織その他の

関係のある機関及び学識経験を有する者等の意見を聴かなければならない。

、 。３ 前項の関係市町村の意見については 当該市町村の議会の議決を経なければならない

４ 都道府県知事は、第１項の規定により勧告をしたときは、直ちにその旨を公表すると

ともに、総務大臣に報告しなければならない。

５ 総務大臣は、前項の規定による報告を受けたときは、国の関係行政機関の長に対し直

ちにその旨を通知するものとする。

６ 第１項の規定による勧告に基く市町村の廃置分合又は市町村の境界変更については、

国の関係行政機関は、これを促進するため必要な措置を講じなければならない。

第５章 直接請求

第１節 条例の制定及び監査の請求

第74条 略

第２項から第４項まで 略

５ 第１項の選挙権を有する者とは、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第22条の規定

による選挙人名簿の登録が行なわれた日において選挙人名簿に登録されている者とし、

その総数の50分の１の数は、当該普通地方公共団体の選挙管理委員会において、その登

録が行なわれた日後直ちにこれを告示しなければならない。

６ 第１項の場合において、当該地方公共団体の区域内で衆議院議員、参議院議員又は地

方公共団体の議会の議員若しくは長の選挙が行なわれることとなるときは、政令で定め

る期間、当該選挙が行なわれる区域内においては請求のための署名を求めることができ

ない。

７ 選挙権を有する者は、身体の故障又は文盲により条例の制定又は改廃の請求者の署名

簿に署名することができないときは、その者の属する市町村の選挙権を有する者（条例

の制定又は改廃の請求者の代表者及び当該代表者の委任を受けて当該市町村の選挙権を

有する者に対し当該署名簿に署名することを求める者を除く ）に委任して、自己の氏。

名（以下「請求者の氏名」という ）を当該署名簿に記載させることができる。この場。

合において、委任を受けた者による当該請求者の氏名の記載は、第１項の規定による請

求者の署名とみなす。

８ 前項の規定により委任を受けた者（以下「氏名代筆者」という ）が請求者の氏名を。

条例の制定又は改廃の請求者の署名簿に記載する場合においては、氏名代筆者は、当該

署名簿に氏名代筆者としての署名をしなければならない。

条例の制定又は改廃の請求者の代表者は、条例の制定又は改廃の請求者の署第74条の２



名簿を市町村の選挙管理委員会に提出してこれに署名し印をおした者が選挙人名簿に登

録された者であることの証明を求めなければならない。この場合においては、当該市町

村の選挙管理委員会は、その日から20日以内に審査を行い、署名の効力を決定し、その

旨を証明しなければならない。

、 、２ 市町村の選挙管理委員会は 前項の規定による署名簿の署名の証明が終了したときは

その日から７日間、その指定した場所において署名簿を関係人の縦覧に供さなければな

らない。

３ 前項の署名簿の縦覧の期間及び場所については、市町村の選挙管理委員会は、予めこ

れを告示し、且つ、公衆の見易い方法によりこれを公表しなければならない。

４ 署名簿の署名に関し異議があるときは、関係人は、第２項の規定による縦覧期間内に

当該市町村の選挙管理委員会にこれを申し出ることができる。

５ 市町村の選挙管理委員会は、前項の規定による異議の申出を受けた場合においては、

。 、その申出を受けた日から14日以内にこれを決定しなければならない この場合において

その申出を正当であると決定したときは、直ちに第１項の規定による証明を修正し、そ

の旨を申出人及び関係人に通知し、併せてこれを告示し、その申出を正当でないと決定

したときは、直ちにその旨を申出人に通知しなければならない。

６ 市町村の選挙管理委員会は、第２項の規定による縦覧期間内に関係人の異議の申出が

ないとき、又は前項の規定によるすべての異議についての決定をしたときは、その旨及

び有効署名の総数を告示するとともに、署名簿を条例の制定又は改廃の請求者の代表者

に返付しなければならない。

７ 都道府県の条例の制定又は改廃の請求者の署名簿の署名に関し第５項の規定による決

定に不服がある者は、その決定のあつた日から10日以内に都道府県の選挙管理委員会に

審査を申し立てることができる。

８ 市町村の条例の制定又は改廃の請求者の署名簿の署名に関し第５項の規定による決定

に不服がある者は、その決定のあつた日から14日以内に地方裁判所に出訴することがで

きる。その判決に不服がある者は、控訴することはできないが最高裁判所に上告するこ

とができる。

９ 第７項の規定による審査の申立てに対する裁決に不服がある者は、その裁決書の交付

を受けた日から14日以内に高等裁判所に出訴することができる。

10 審査の申立てに対する裁決又は判決が確定したときは、当該都道府県の選挙管理委員

会又は当該裁判所は、直ちに裁決書又は判決書の写を関係市町村の選挙管理委員会に送

付しなければならない。この場合においては、送付を受けた当該市町村の選挙管理委員

、 。会は 直ちに条例の制定又は改廃の請求者の代表者にその旨を通知しなければならない

11 署名簿の署名に関する争訟については、審査の申立てに対する裁決は審査の申立てを

受理した日から20日以内にこれをするものとし、訴訟の判決は事件を受理した日から10

0日以内にこれをするように努めなければならない。

12 第８項及び第９項の訴えは、当該決定又は裁決をした選挙管理委員会の所在地を管轄

する地方裁判所又は高等裁判所の専属管轄とする。

13 第８項及び第９項の訴えについては、行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）第43

条の規定にかかわらず、同法第13条の規定を準用せず、また、同法第16条から第19条ま



での規定は、署名簿の署名の効力を争う数個の請求に関してのみ準用する。

、 。第74条の３ 条例の制定又は改廃の請求者の署名で左に掲げるものは これを無効とする

1．法令の定める成規の手続によらない署名

2．何人であるかを確認し難い署名

２ 前条第４項の規定により詐偽又は強迫に基く旨の異議の申出があつた署名で市町村の

選挙管理委員会がその申出を正当であると決定したものは、これを無効とする。

３ 市町村の選挙管理委員会は、署名の効力を決定する場合において必要があると認める

ときは、関係人の出頭及び証言を求めることができる。

４ 略

第６章 議 会

第１節 組 織

市町村の議会の議員の定数は、条例で定める。第91条

２ 市町村の議会の議員の定数は、次の各号に掲げる市町村の区分に応じ、当該各号に定

める数を超えない範囲内で定めなければならない。

1．人口2,000未満の町村 12人

2．人口2,000以上5,000未満の町村 14人

3．人口5,000以上10,000未満の町村 18人

4．人口１万以上２万未満の町村 22人

5．人口５万未満の市及び人口２万以上の町村 26人

6．人口５万以上10万未満の市 30人

7．人口10万以上20万未満の市 34人

8．人口20万以上30万未満の市 38人

9．人口30万以上50万未満の市 46人

10．人口50万以上90万未満の市 56人

11．人口90万以上の市 人口50万を超える数が40万を増すごとに８人を56人に加えた数

（その数が96人を超える場合にあつては、96人）

３ 第１項の規定に基づく条例により定められた定数が人口の減少により前項の数を超え

ることとなつた市町村においては、その超えることとなつた日前にその期日を告示され

た一般選挙により選出された議員の任期中は、当該条例により定められた定数に相当す

る数をもつて定数とする。

４ 第１項の規定による議員の定数の変更は、一般選挙の場合でなければ、これを行うこ

とができない。

５ 第７条第１項又は第３項の規定による処分により、著しく人口の増減があつた市町村

においては、前２項の規定にかかわらず、議員の任期中においても、議員の定数を増減

することができる。

６ 前項の規定により議員の任期中にその定数を減少した場合において当該市町村の議会

、 、の議員の職に在る者の数がその減少した定数を超えているときは 当該議員の任期中は

その数を以て定数とする。但し、議員に欠員を生じたときは、これに応じて、その定数

は、当該定数に至るまで減少するものとする。



７ 第７条第１項の規定により市町村の設置を伴う市町村の廃置分合をしようとする場合

において、その区域の全部又は一部が当該廃置分合により新たに設置される市町村の区

域の全部又は一部となる市町村（以下本条において「設置関係市町村」という ）は、。

設置関係市町村が２以上のときは設置関係市町村の協議により、設置関係市町村が一の

ときは当該設置関係市町村の議会の議決を経て、あらかじめ、新たに設置される市町村

の議会の議員の定数を定めなければならない。

８ 前項の規定により新たに設置される市町村の議会の議員の定数を定めたときは、設置

関係市町村は、直ちに当該定数を告示しなければならない。

９ 前項の規定により告示された新たに設置される市町村の議会の議員の定数は、第１項

の規定に基づく当該市町村の条例により定められたものとみなす。

10 第７項の協議については、設置関係市町村の議会の議決を経なければならない。

第１１章 国と地方公共団体との関係及び普通地方公共団体相互間の関係

第３節 普通地方公共団体相互間の協力

第１款 協議会

（協議会の設置）

普通地方公共団体は、普通地方公共団体の事務の一部を共同して管理し及第252条の２

び執行し、若しくは普通地方公共団体の事務の管理及び執行について連絡調整を図り、

又は広域にわたる総合的な計画を共同して作成するため、協議により規約を定め、普通

地方公共団体の協議会を設けることができる。

２ 普通地方公共団体は、協議会を設けたときは、その旨及び規約を告示するとともに、

都道府県の加入するものにあつては総務大臣、その他のものにあつては都道府県知事に

届け出なければならない。

、 。３ 第１項の協議については 関係普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない

ただし、普通地方公共団体の事務の管理及び執行について連絡調整を図るため普通地方

公共団体の協議会を設ける場合は、この限りでない。

４ 公益上必要がある場合においては、都道府県の加入するものについては総務大臣、そ

の他のものについては都道府県知事は、関係のある普通地方公共団体に対し、普通地方

公共団体の協議会を設けるべきことを勧告することができる。

５ 普通地方公共団体の協議会が広域にわたる総合的な計画を作成したときは、関係普通

、 、 。地方公共団体は 当該計画に基づいて その事務を処理するようにしなければならない

６ 普通地方公共団体の協議会は、必要があると認めるときは、関係のある公の機関の長

に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。

（協議会の組織）

普通地方公共団体の協議会は、会長及び委員をもつてこれを組織する。第252条の３

２ 普通地方公共団体の協議会の会長及び委員は、規約の定めるところにより常勤又は非

常勤とし、関係普通地方公共団体の職員のうちから、これを選任する。

３ 普通地方公共団体の協議会の会長は、普通地方公共団体の協議会の事務を掌理し、協

議会を代表する。

第５節 雑 則



（組織及び運営の合理化に係る助言及び勧告並びに資料の提出の要求）

総務大臣又は都道府県知事は、普通地方公共団体の組織及び運営の合第252条の17の５

理化に資するため、普通地方公共団体に対し、適切と認める技術的な助言若しくは勧告

をし、又は当該助言若しくは勧告をするため若しくは普通地方公共団体の組織及び運営

の合理化に関する情報を提供するため必要な資料の提出を求めることができる。

２ 総務大臣は、都道府県知事に対し、前項の規定による市町村に対する助言若しくは勧

告又は資料の提出の求めに関し、必要な指示をすることができる。

３ 普通地方公共団体の長は、第２条第14項及び第15項の規定の趣旨を達成するため必要

があると認めるときは、総務大臣又は都道府県知事に対し、当該普通地方公共団体の組

織及び運営の合理化に関する技術的な助言若しくは勧告又は必要な情報の提供を求める

ことができる。

第14章 補 則

この法律に規定するものを除く外、第６条第１項及び第２項並びに第７条第１第255条

項及び第３項の場合において必要な事項は、政令でこれを定める。

第３編 特別地方公共団体

第１節 総 則

（組合の種類及び設置）

地方公共団体の組合は、一部事務組合、広域連合、全部事務組合及び役場事務第284条

組合とする。

２ 普通地方公共団体及び特別区は、第６項の場合を除くほか、その事務の一部を共同処

理するため、その協議により規約を定め、都道府県の加入するものにあつては総務大臣

その他のものにあつては都道府県知事の許可を得て、一部事務組合を設けることができ

る。この場合において、一部事務組合内の地方公共団体につきその執行機関の権限に属

、 、 。する事項がなくなつたときは その執行機関は 一部事務組合の成立と同時に消滅する

３ 普通地方公共団体及び特別区は、その事務で広域にわたり処理することが適当である

と認めるものに関し、広域にわたる総合的な計画（以下「広域計画」という ）を作成。

し、その事務の管理及び執行について広域計画の実施のために必要な連絡調整を図り、

並びにその事務の一部を広域にわたり総合的かつ計画的に処理するため、その協議によ

り規約を定め、前項の例により、総務大臣又は都道府県知事の許可を得て、広域連合を

設けることができる。この場合においては、同項後段の規定を準用する。

４ 総務大臣は、前項の許可をしようとするときは、国の関係行政機関の長に協議しなけ

ればならない。

第５項及び第６項 略




